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軽減税率導入と通達の取扱い 

 

ファルクラム上席主任研究員 

臼倉 真純 

 5 

はじめに 

 消費税率の引き上げとそれに伴う軽減税率制度の導入については、一般国民の生活に直

接影響することからも非常に注目度が高いものと思われ、各種報道も多くなされている。

そうした中で、通達において示された取扱いが、さも法令において示されているかのよう

に説明される報道がほとんどであるように思われる。一般の国民がそのような理解でいる10 

ことにはさほどの問題ではないのかもしれないが1、租税専門家としては、やはり法令と通

達の違いを明確に意識した上で、軽減税率制度の適用問題を考えるべきであろう。本稿で

は、軽減税率制度の概観を確認した上で、「消費税の軽減税率制度に関する取扱通達の制定

について（法令解釈通達）」が公表されたことによる利点とそこに包含される問題点を整理

してみたい。 15 

 なお、「軽減税率」という呼び方は平成 25年度与党税制大綱から用いられているもので、

本来的には「複数税率」と呼称すべきとの意見も多い2。私見としては「複数税率」と呼ぶ

方が適切であると考えるが、以下では「軽減税率」として統一することにする。 

 

Ⅰ 消費税及び地方消費税の税率 20 

１ 税率 

平成 31 年（2019 年）10 月 1 日から、消費税率及び地方消費税率が引き上げられ、同時

に軽減税率制度が実施されることとされている（消法 29）。 

 

適用開始日 現行 2019 年 10 月 1日 

税率区分  標準税率 軽減税率 

消費税率 6.3%  7.8%  6.24%  

地方消費税率 1.7%  

（消費税額の 17/63） 

2.2%  

（消費税額の 22/78） 

1.76%  

（消費税額の 22/78） 

合計 8.0％  10.0％  8.0％  

 25 

２ 軽減税率の対象品目 

                             
1 むしろ、一般の国民がこれほど「税」に注目する現状は、ある意味で租税リテラシーの醸成の望ましい

機会と評価することもできるかもしれない。 
2 例えば、増井良啓教授は、「『軽減』税率というと口当たりが良いが、正確には『複数』税率というべき

である。」と指摘される（増井「再分配の手法と税制」租税法研究 44 号 7頁（2016））。 
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軽減税率の導入に当たっては、対象の選定を巡って多くの議論がなされてきた3。課税の

中立性の問題や、線引きを巡る実務上の課題などにスポットが当てられてきたが、何を軽

減税率の対象とするかの議論は、かつて物品税が抱えていた問題でもある4。結論として、

この度の改正では以下のとおりの対象品目とされた。 

 5 

飲食料品 食品表示法に規定する食品（酒類を除く。）をいい、一定の一体資産を含む。外食や

ケータリング等は含まれない。 

新聞 一定の題号（〇〇新聞など）を用い、政治、経済、社会、文化等に関する一般社会

的事実を掲載する週 2回以上発行されるもので、定期購読契約に基づくもの 

 

３ 仕入税額控除の方式等の変更 

 軽減税率制度の実施に伴い、仕入税額控除の要件や消費税額の計算方法に変更が生じる。

帳簿及び請求書等の記載事項については以下の表のとおりとなる。なお、2023 年 10 月 1日

からは、適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）が導入される5,6。 10 

 

方式と期間 帳簿への記載事項 請求書等への記載事項 

請求書等保存方式 

（現行） 

2019 年 9 月 30 日まで 

① 課税仕入れの相手方の氏名又

は名称 

② 取引年月日 

③ 取引の内容 

④ 対価の額 

① 請求書発行者の氏名又は名称 

② 取引年月日 

③ 取引の内容 

④ 対価の額 

⑤ 請求書受領者の氏名又は名称 

区分記載請求書等保存方式 

2019 年 10 月 1 日から 

2023 年 9 月 30 日まで 

①ないし④は上記と同じ 

⑤ 軽減税率の対象品目である旨 

①ないし⑤は上記と同じ 

⑥ 軽減税率の対象品目である   旨 

⑦ 税率ごとに区分して合計した税込対

価の額 

 

４ 中小事業者に対する税額計算に係る経過措置 

 2019 年 10 月 1 日からの一定期間においては、売上げ又は仕入れを軽減税率と標準税率と

                             
3 軽減税率の抱える問題点として、例えば森信茂樹教授は、①制度執行コストの増大、②再分配政策とし

ての効果に対する疑問、③税収減少に伴う標準税率引上げの問題の３点を指摘される（同「消費税をめぐ

る諸課題 軽減税率、インボイス」租税研究 767 号 128 頁（2013））。同「軽減税率、給付付き税額控除とイ

ンボイス」租税研究 782 号 19 頁（2014）も参照。 
4 金井恵美子「消費税の複数税率制度」税法学 573 号 58 頁（2015）。なお、同「軽減税率の法制化を踏ま

えて」日税研論集 70 号 403 頁（2013）も参照。 
5 帳簿及び請求書等の保存の位置づけから消費税法の性質を検討するものとして、金子友裕「消費税の現

状と課題」税法学 579 号 53 頁（2018）。 
6 軽減税率の下で消費税制度を適正に運営するには、個々の取引に係る消費税額について売り手側の認識

と買い手側の認識を一致させるインボイス方式の導入が求められると解される（岡根秀規「消費税法施行

30 周年に当たって（平成の消費税の回顧と今後の方向性）」税理 61 巻 14 号 76 頁（2018））。 
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に区分することが困難な中小事業者（基準期間における課税売上高が 5,000 万円以下の事

業者をいう。以下同じ。）に対して、税額計算を簡便に行うための特例が設けられている。

なお、中小事業者であれば、その区分の困難の度合いを問わず、これらの経過特例措置を

適用できることとされている。 

 例えば、課税仕入れ等（税込み）を税率ごとに管理できる卸売業・小売業を営む中小事5 

業者は、その事業に係る課税売上げ（税込み）に、小売等軽減仕入割合を乗じて、軽減税

率の対象となる課税売上げ（税込み）を算出し、売上税額を計算できることとされている。 

  

Ⅱ 軽減税率の対象 

１ 概要 10 

消費税法改正附則 34条は次のように規定する（二号における新聞については省略する。）。 

 

消費税法改正附則 34 条《三十一年軽減対象資産の譲渡等に係る税率等に関する経過措置》 

 事業者が、平成 31 年 10 月 1 日…から 35 年施行日の前日までの間に国内において行う課税資産の

譲渡等…のうち次に掲げるもの（以下附則第 39 条までにおいて「三十一年軽減対象資産の譲渡等」

という。）及び保税地域…から引き取られる課税貨物のうち第一号に規定する飲食料品に該当するも

のに係る消費税の税率は同法第 29 条の規定にかかわらず、100 分の 6.24 とする。 

一 飲食料品（食品表示法第 2条第 1項に規定する食品（酒税法第 2条第 1項に規定する酒類を除く。

以下この号において単に「食品」という。）をいい、食品と食品以外の資産が一の資産を形成し、

又は構成しているもののうち政令で定める資産を含む。以下この号において同じ。）の譲渡（次に

掲げる課税資産の譲渡等は、含まないものとする。） 

イ 飲食店業その他の政令で定める事業を営む者が行う食事の提供（テーブル、椅子、カウンター

その他の飲食に用いられる設備のある場所において飲食料品を飲食させる役務の提供をいい、当

該飲食料品を持帰りのための容器に入れ、又は包装を施して行う譲渡は、含まないものとする。） 

ロ 課税資産の譲渡等の相手方が指定した場所において行う加熱、調理又は給仕等の役務を伴う飲

食料品の提供（老人福祉法第 29 条第 1 項に規定する有料老人ホームその他の人が生活を営む場

所として政令で定める施設において行う政令で定める飲食料品の提供を除く。） 

 

 これらを簡潔にまとめれば、次図のとおりとなる（財務省資料）。 

 15 

【図表１】 

分母のうち、軽減税率の対象となる売上げにのみ要するものの金額（税込み）  

課税仕入れ等の合計額のうち、卸売業又は小売業にのみ要するものの合計額（税込み） 
＊小売業軽減仕入割合＝ 
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２ 食品表示法と酒税法 

 なお、食品表示法及び酒税法の規定は次のとおりである。 

 5 

食品表示法 2条《定義》 

 この法律において「食品」とは、全ての飲食物（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律…第二条第一項に規定する医薬品、同条第二項に規定する医薬部外品及び同条第

九項に規定する再生医療等製品を除き、食品衛生法第四条第二項に規定する添加物…を含む。）をい

う。 

２ この法律において「酒類」とは、酒税法（昭和二十八年法律第六号）第二条第一項に規定する酒類

をいう。 

 

酒税法 2条《酒類の定義及び種類》 

 この法律において「酒類」とは、アルコール分一度以上の飲料（薄めてアルコール分一度以上の飲

料とすることができるもの（アルコール分が九十度以上のアルコールのうち、第七条第一項の規定に

よる酒類の製造免許を受けた者が酒類の原料として当該製造免許を受けた製造場において製造する

もの以外のものを除く。）又は溶解してアルコール分一度以上の飲料とすることができる粉末状のも

のを含む。）をいう。 

 

 このように、食品表示法において、「食品」とは、医薬品等を除く全ての飲食物と定義さ
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れているが、消費税法が食品表示法に規定する食品を軽減税率の対象とすることとした以

上、今後、軽減税率の対象品目の判断においては、食品表示法領域における食品概念の理

解が大きく影響してくるものと解される。なお、食品表示法は「全ての飲食物」を「食品」

と定義付けているため、同法上、酒類も食品に含まれることになるが、消費税法は酒類を

軽減税率の対象から除外している。ここで、「酒類」とは、酒税法 2条 1項の規定するもの5 

とされているが、そもそも食品表示法も、「酒類」については酒税法 2条 1項の定めを引用

していることから、ここに概念の差異はない。 

 

３ 軽減税率の対象とされない飲食料品の譲渡 

改正附則 34 条 1 項 1 号は、原則として飲食料品の譲渡を軽減税率の対象としているが、10 

かっこ書きにおいて「次に掲げる課税資産の譲渡等は、含まないものとする。」として、い

わゆる外食やケータリングについては軽減税率の対象とはしない旨を定めている。同じく

酒類についても軽減税率の対象から除外されているが、上記のとおり酒類が明確に酒税法

の規定を引用していることと比較すれば、かかるかっこ書きによって対象から除外される

飲食料品の譲渡については解釈上の疑義が多く予想され、実務上種々の議論を巻き起こす15 

ものと思われる。消費税法施行令改正附則 2 条《飲食料品に含まれる資産の範囲》や消費

税法施行令改正附則 3 条《飲食料品の譲渡に含まれない食事の提供を行う事業の範囲等》

において、ある程度明確に軽減税率の対象となるか否かの判断基準が規定されている部分

もあるが、その範囲は限定的であり、やはり実務上の混乱は避けがたいものと思われる。 

この点、行政上の解釈として、国税庁は「消費税の軽減税率制度に関する取扱通達の制20 

定について（法令解釈通達）」（以下「本通達」という。）を公表し、例えば 2項《食品の範

囲》では、「人の飲用又は食用以外の用途に供するものとして取引される次に掲げるような

ものは、飲食が可能なものであっても『食品』に該当しないことに留意する。」として、「工

業用原材料として取引される塩」などを例示列挙している。その他にも、3項《飲食料品の

販売に係る包装材料等の取扱い》では、飲食料品の販売に際し使用される包装材料及び容25 

器が軽減税率の対象となるのか否か、6項《自動販売機による譲渡》では、自動販売機によ

り行われるジュース、パン、お菓子等の販売は、役務提供ではなく、単にこれらの飲食料

品を販売するものであるから、軽減税率の適用対象となる飲食料品の譲渡に該当するなど

と示達している。 

中でも、各種報道等で特に注目されていると思われるのは、10 項《食事の提供の範囲》30 

と思われるが、同項は、例えば、「次のようなものは、食事の提供に該当し、軽減税率の適

用対象とならないことに留意する。」として以下の５つを掲げている。 

 

(1) ホテル等の宿泊施設内のレストラン等又は宴会場若しくは客室で顧客に飲食させる

ために行われる飲食料品の提供 

(2) カラオケボックス等の客室又は施設内に設置されたテーブルや椅子等のある場所で
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顧客に飲食させるために行われる飲食料品の提供 

(3) 小売店内に設置されたテーブルや椅子等のある場所で顧客に飲食させるために行わ

れる飲食料品の提供 

(4) 映画館、野球場等の施設内のレストラン等又は同施設内の売店等の設備として設置

されたテーブルや椅子等のある場所で顧客に飲食させるために行われる飲食料品の提

供 

(5) 旅客列車などの食堂施設等において顧客に飲食させるために行われる飲食料品の提  

供 

 

 このように、軽減税率の対象外となる飲食料品の提供を通達が例示列挙しているところ

であるが、同通達は、注書きを付して更なる例外（要するに軽減税率の対象となるもの）

を挙げている。 

 5 

1 上記(1)から(5)の場合においても、持ち帰りのための飲食料品の譲渡（飲食料品を持

ち帰りのための容器に入れ、又は包装を施して行った飲食料品の譲渡）は、軽減税率

の適用対象となる。 

 なお、持ち帰りのための飲食料品の譲渡か否かの判定は、本通達第 11 項による。 

2 上記(4)、(5)の施設内に設置された売店や移動ワゴン等による弁当や飲み物等の販売

は、例えば、当該施設内の座席等で飲食させるために提供していると認められる次の

ような飲食料品の提供を除き、同号に掲げる「飲食料品の譲渡」に該当し、軽減税率

の適用対象となる。 

 

Ⅲ 本通達の性格 

１ 肥大化する通達 

上記のような通達が発遣されており、既に実務はこれに依拠する形で動いているように

思われる7。通達を一概に否定するわけではなく、法令解釈として合理的なものであればそ10 

れに即した取扱いを行うことに問題はないと考えるものの、実際に軽減税率が導入される

以前から、あたかも法律のように通達の取扱いが浸透していくことには若干の不安も覚え

るところである。もちろん、これに対しては、通達のような一定の基準がなければ実務が

動かないといった実際上の観点からの反論や、通達のような基準を設けないと逆に恣意的

な解釈がなされる恐れがあるとの反論の余地もあり、そうした立場によれば、たしかに通15 

                             
7 西山由美教授は、かつて、消費税の複数税率構造を議論するに当たって考慮しなければならない点の一

つとして、「軽減税率適用項目のリストを具体的かつ明確に提示し、これを厳格に運用することが重要であ

る」とされた上で、「しかし消費税の課税対象が日常生活の消費全般に及ぶため、統一的で厳格な運用のた

めに通達による解釈指針に拠らざるをえないという認識も必要である」ことを指摘されていた（西山「消

費税の複数税率構造―EU における債権の議論からの考察」ジュリ 1273 号 186 頁（2004））。なお、同「消

費税の複数税率」ジュリ 1421 号 51 頁（2011）、同「消費税の課題-複数税率とインボイスの問題を中心と

して-」租税研究 719 号 16 頁（2009）も参照。 
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達が一定の指針を公表していることは支持すべきであろう。しかしながら、あくまで想像

の域を出ないが、おそらく軽減税率の適用以降、さらに関連する通達は膨れ上がってくる

のではないであろうか。例示列挙が毎年増えていき、あるいはタックスアンサーや情報の

公開などで細かな軽減税率の判断枠組みが形成されていく可能性が高いものと思われる8。 

こういった通達の捉え方は、どこか財産評価基本通達に対する実務上の位置付けと近い5 

ものを感じるところでもあり、これから本通達の性格を考えるに当たっては、財産評価基

本通達における議論が参考になるかもしれない。 

相続税法は、財産の時価を客観的に評価することが必ずしも容易でなく、また納税者の

間で財産の評価がまちまちになることは公平の観点から見て好ましくないことから、地上

権、永小作権、令基金に関する権利、および立木のように、特にその評価の困難な若干の10 

財産については、その価額の算定について一義的な規定を設けている9。しかしながら、そ

の他の財産についての評価はすべて解釈・適用に委ねられており、国税庁は財産評価基本

通達を定めている。現実の評価実務は同通達に依拠している部分が多いが、租税訴訟の一

因となっていることも多々あるのが現状であろう。 

この点、財産評価基本通達の趣旨目的について、例えば、東京高裁平成 27年 12 月 27 日15 

判決は、最高裁平成 25年 7月 12 日第二小法廷判決(民集 67巻 6号 1255 頁）を参照しつつ

「相続税法は、地上権及び永小作権の評価（同法二三条）、定期金に関する権利の評価（同

法二四条、二五条）及び立木の評価（同法二六条）については評価の方法を自ら直接定め

るほかは、財産の評価の方法について直接定めていない。同法は、財産が多種多様であり、

時価の評価が必ずしも容易なことではなく、評価に関与する者次第で個人差があり得るた20 

め、納税者間の公平の確保、納税者及び課税庁双方の便宜、経費の節減等の観点から、評

価に関する通達により全国一律の統一的な評価の方法を定めることを予定し、これにより

財産の評価がされることを当然の前提とする趣旨であると解するのが相当である。〔下線筆

者〕」と判示している。 

下線部分は、本通達の趣旨目的に読み替えることもできなくはないのではなかろうか。25 

すなわち、読み替えることが許されるとすれば、「消費税法は、飲食料品が多種多様であり、

その軽減税率の適用に関する判断が必ずしも容易なことではなく、判断に関与する者次第

で個人差があり得るため、納税者間の公平の確保、納税者及び課税庁双方の便宜、経費の

節減等の観点から、判断に関する通達により全国一律の統一的な判断の方法を定めること

を予定し、これにより軽減税率の判断がされることを当然の前提とする趣旨であると解す30 

るのが相当である。」となるところ（二重下線が読み替えた箇所）、納税者間の公平の確保

等の観点から、本通達によって画一的な判断がなされることにも一応の合理性を見出すこ

とが可能となるのではなかろうか。 

なお、財産評価基本通達は法令ではないから、基本通達による評価が原則として適法で

                             
8 これらに関する執行コストにつき、金井恵美子「消費税の複数税率制度」税法学 573 号 40 頁（2015）。 
9 金子宏『租税法〔第 22 版〕』662 頁（有斐閣 2017）。 
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あるとしても、それが著しく合理性を欠き、基本通達によっては適切な評価をすることが

できないと認められる特別の事情がある場合には、他の合理的な方法によって評価するこ

とができると解すべきであると考えるが10、こうした見解は、本通達においても当然、同様

に働くものと捉えるべきであろう。すなわち、軽減税率の適用判断の局面において、本通

達に拠ることにつき著しく合理性を欠くような特別な事情がある場合には、他の判断基準5 

によって解釈すべき余地は認められてしかるべきと考える。 

 

２ 行政先例法化の余地 

さて、通達については、行政先例法的性格を認めるべきか否かという論点があるが、こ

れについて、学説上の有力説は、納税者に有利な慣習法の成立を肯定的に捉えている（金10 

子説）11。財産評価基本通達に焦点を絞れば、金子宏教授は、「評価に関する通達の内容が、

不特定多数の納税者に対する反覆・継続的な適用によって行政先例法となっている場合に

は、特段の事情がない限り、通達と異なる高い評価を行うことは違法になると解すべきで

ある。」とも述べられており12、財産評価基本通達の行政先例法化を一部容認されているよ

うにも見受けられる。もっとも、この点に関しては、人々の間に行政上の取扱いが定着し、15 

法的確信にまで昇華されると、なぜ違法性が溶解するのかという疑問も呈されるところで

あり13、慎重な検討が必要であるように思われる。 

このような財産評価基本通達の行政先例法化の議論を本通達に当てはめることは妥当で

あろうか。財産評価基本通達の行政先例法化の可否についての結論はここでは措いておく

として、本通達に限っていえば、私見としては、本通達の行政先例法化は容易には認める20 

べきでないように思われる。財産評価基本通達が相続税実務に長い期間多大な影響を及ぼ

してきたことは到底否定できないし、それがあたかも一部法令かのようにワークしてきた

ことも事実であろう。しかしながら、本通達はあくまでもこれから施行される法令に対す

るいわば「準備」的な取扱いを示したものに過ぎず、そこに将来の行政先例法化の余地を

予め認めておくことには抵抗を覚える。そうであるとすれば、今後本通達を充実したもの25 

としていく方向ではなく、やはり、合理的な判断基準として妥当と解される取扱いについ

ては、消費税法施行令や同法施行規則などに昇華させることで法的安定性が保たれていく

ことに期待したい。 

 

３ 緩和通達としての側面 30 

（１） 緩和通達の問題 

 もう一つ、本通達から浮かび得る問題点として、緩和通達の問題を挙げることができる。

合法性の原則の下、たとえ課税の減免であっても、法律の根拠なくしては課税の免除をす

                             
10 金子・前掲注 9、662 頁。 
11 金子・前掲注 9、108 頁。 
12 金子・前掲注 9、664 頁。 
13 酒井克彦『フォローアップ租税法』138 頁（財経詳報社 2010）。 
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ることはできない中において、緩和通達の合法性の原則への抵触が議論されることがある14。 

緩和通達の代表例として、フリンジ・ベネフィットにかかる通達を確認しておきたい15。 

使用者が、従業員等に対して本来の給与に加えて付加的に与える給付のことをフリンジ・

ベネフィット（追加的給付）という16,17。所得税法 36 条《収入金額》１項は、金銭による

収入はもちろんのこと、金銭以外の物又は権利その他経済的な利益による収入についても5 

収入金額に含めることとしているから、給与所得者の場合、金銭による給与支給の形態に

限らず、現物あるいは経済的利益による給付形態であっても、それらのその時の価額をも

って給与所得の収入金額に含めることが法の建前である（所法 36②）。すなわち、フリンジ・

ベネフィットを得た従業員等は、それが金銭によるものであると否とに拘わらず、所得を

計上しなければならないはずである。もっとも、すべてのフリンジ・ベネフィットが漏れ10 

なく課税対象とされているかといえばそうではなく、例えば、所得税法 9条《非課税所得》

1項 5号は一定の通勤手当を非課税としているし、同項 6号の委任を受けた所得税法施行令

21 条《非課税とされる職務上必要な給付》2 号は、職務に必要な制服の給付については課

税しないこととしている。また、こうした所得税法９条規定の非課税所得に加え、課税実

務においては、所得税基本通達が多くのフリンジ・ベネフィットについて「課税しなくて15 

差し支えない。」として、その課税を見送っているのが現状であるが、この点については、

租税法律主義の観点から多くの反論が見受けられる。 

終身雇用を前提としていたかつての我が国の企業では、従業員のみならずその家族まで

をも考慮した生活全般に渡る手厚いフリンジ・ベネフィットが施されてきたものと解され

るが18、法令解釈通達において、非課税規定とされているフリンジ・ベネフィットがある点20 

には批判の声も多い。フリンジ・ベネフィットに関する通達においては、例えば、少額不

追及の思考によるものと解される取扱いとして、所得税基本通達 36-32《課税しない経済的

利益……使用者が負担する少額な保険料等》は、「使用者が役員又は使用人のために次に掲

げる保険料又は掛金を負担することにより当該役員又は使用人が受ける経済的利益につい

ては、その者につきその月中に負担する金額の合計額が 300 円以下である場合に限り、課25 

税しなくて差し支えない。」とするが、如何に少額なものであるといっても通達において課

税の減免が許されるものでないことからすれば、合法性の原則に抵触する取扱いといえよ

う。本来的に所得であるフリンジ・ベネフィットを、通達により少額不追及の考え方に基

                             
14 酒井克彦『アクセス税務通達の読み方』102 頁（第一法規 2016）。 

15 その他にも、医療費控除における医療費の範囲を巡る各種の通達なども緩和通達の典型例といえよう（酒

井・前掲注 14、105 頁）。 

16 増井良啓『租税法入門』53 頁（有斐閣 2014）。 
17 もっとも、フリンジ・ベネフィットの内容をなす「経済的利益」そのものが不明確で確定できない以上、

フリンジ・ベネフィットを明確に定義付けることもまた困難であるが（石島弘『課税権と課税物件の研究』

212 頁（信山社 2003））、以下では、追加的給付として理解しておくこととしたい。 
18 この点、佐藤英明教授は、「戦後の日本で行われてきた『現物給付』は、それこそ数限りなくあって、と

ても所得税の見地から無視できるような規模のものではない」とされる（佐藤『スタンダード所得税法〔第

２版〕』168 頁（弘文堂 2016）。） 
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づいて課税の対象から除外することに対して、例えば、水野忠恒教授は、「それは、租税法

の解釈ではない。わが国には、付随的給付の少額非課税の法理（de minimis Fringe）が存

在しているとは考えられないからである」と批判されている19。 

ここでは、フリンジ・ベネフィット関連の通達を巡る議論には踏み込まないが20、こうし

た法の根拠が希薄と思われる緩和通達についての問題点として、その是正がなされ難いこ5 

とを指摘し得る。この点につき、増井良啓教授は「通達に依拠して現場の税務職員が『課

税しない』という取扱いをするときに、それをわざわざ争う納税者はいないであろう。つ

まり、この通達による法令解釈は、あくまでも国税庁内部の取扱指針ではあるものの、そ

の解釈を争う人がいないということによって、事実上、課税と非課税のラインを区分する

機能を果たすことになる。」と指摘される21。実際に、上記のようなフリンジ・ベネフィッ10 

トに関する緩和通達などが、租税法律主義の観点からの批判がありつつも改正されずに今

日も適用されているとおりである。 

（２） 本通達 21 項 

 本通達の緩和通達的側面としては、21 項《困難な事情があるときの意義》を挙げること

ができそうである。 15 

消費税法改正附則 38 条は次のとおり規定し、中小事業者に対する所定の経過措置を認め

ている。 

 

消費税法改正附則 38 条《三十一年軽減対象資産の譲渡等を行う中小事業者の課税標準等の計算等に関

する経過措置》 

２ 三十一年軽減対象資産の譲渡等を行う事業者が、適用対象期間…中に国内において行った卸売業及

び小売業に係る課税資産の譲渡等の税込価額を税率の異なるごとに区分して合計することにつき困

難な事情があるときは、前項の規定の適用受ける場合を除き、当該税込価額の合計額に小売等軽減仕

入割合を乗じて計算した金額に 108 分の 100 を乗じて計算した金額を当該適用対象期間における卸売

業及び小売業に係る三十一年軽減対象資産の譲渡等の対価の額の合計額とし、当該税込価額の合計額

から軽減対象小売等税込売上額を控除した残額に 110 分の 100 を乗じて計算した金額を当該適用対象

期間における卸売業及び小売業に係る課税資産の譲渡等の対価の額の合計額としてこの附則及び消

費税法の規定を適用することができる〔下線筆者〕。 

 

 この点につき、本通達 21 項は、次のように「困難な事情」の意義を示している。 20 

 

改正附則に規定する「困難な事情があるとき」とは、例えば、事業者が同項に規定する適用対象期間

                             
19 水野忠恒「判批」ジュリ 939 号 203 頁（1989）。 
20 フリンジ・ベネフィットを巡る通達を再整理したものとして、酒井克彦＝臼倉真純「所得税基本通達に

みるフリンジ・ベネフィットの取扱い」酒井克彦編著監修『通達のチェックポイント〔所得税編〕』314 頁

（第一法規 2018）。 
21 増井・前掲注 16、54 頁。 
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中に国内において行った課税資産の譲渡等につき、税率の異なるごとの管理が行えないことなどによ

り、当該適用対象期間中の当該課税資産の譲渡等の税込価額を税率の異なるごとに区分して合計するこ

とが困難である場合をいい、そのような場合には、その困難の度合いを問わず、同項に規定する経過措

置を適用することができることに留意する〔下線筆者〕。 

 

 このように、本通達は困難な事情の意義を明らかにしつつも、その困難の程度は問わな

くて差し支えないという取扱いを設けている。「困難な事情」は法が用いた不確定概念ある

と解されるが、その評価に当たって困難の度合いを問わないことを法は予定しているとい

えるのか、ここに疑問を挟む余地はないだろうか。 5 

 ところで、過少申告加算税の免除要件である「正当な理由」（通法 65④一）の解釈につい

て、国税庁は、「申告所得税及び復興特別所得税の過少申告加算税及び無申告加算税の取扱

いについて（事務運営指針）」において、「過少申告の場合における正当な理由があると認

められる事実」として、以下の３つを例示列挙している。 

 10 

１ 通則法第 65 条の規定の適用に当たり、例えば、納税者の責めに帰すべき事由のない次のような事実

は、同条第４項第１号に規定する正当な理由があると認められる事実として取り扱う。 

 ⑴ 税法の解釈に関し、申告書提出後新たに法令解釈が明確化されたため、その法令解釈と納税者の解

釈とが異なることとなった場合において、その納税者の解釈について相当の理由があると認められる

こと。 

 (注) 税法の不知若しくは誤解又は事実誤認に基づくものはこれに当たらない。 

 ⑵ 法定申告期限の経過の時以後に生じた事情により青色申告の承認が取り消されたことで、青色事業

専従者給与、青色申告特別控除などが認められないこととなったこと。 

 ⑶ 確定申告の納税相談等において、納税者から十分な資料の提出等があったにもかかわらず、税務職

員等が納税者に対して誤った指導を行い、納税者がその指導に従ったことにより過少申告となった場

合で、かつ、納税者がその指導を信じたことについてやむを得ないと認められる事情があること。 

 

 国税通則法が、あえて「正当な理由」という不確定概念を用いたのは、限定列挙方式に

よって免除事由を掲げるような規定振りを採用した場合には、納税者の予測可能性を担保

することができる反面、不測の事態により加算税を課された場合にこれを免除することが

できず、納税者に加算税を課すことが不当又は酷な場合に免除することができなくなると15 

いった弊害を除去するためであると理解することができる22。上記の加算税通達は、そうし

た法の趣旨を踏まえたところで、「正当な理由」に当たると解される事実を例示的に列挙し

たものと捉えておきたい。 

 翻って、本通達における「困難な事情があるとき」の解釈はどうであろうか。 

 たしかに、消費税法は、中小事業者の救済の観点から特例措置を認めたものであるとは20 

                             
22 酒井克彦『「正当な理由」をめぐる認定判断と税務解釈』20 頁（清文社 2015）。 
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思われるものの、その度合いを問わないというようないわば広い態度で特例を設けている

と整理してよいのであろうか。この点には疑問が残るのであり、「困難な事情」の意義を定

めておきながらその程度を問わないという本通達の取扱いは、消費税法の趣旨を骨抜きに

しかねない問題を指摘し得るのではなかろうか23。加えて、改正附則 171 条《消費税の軽減

税率制度の円滑な導入・運用等に向けた措置》２項は、「政府は、消費税の軽減税率制度の5 

円滑な運用及び適正な課税を確保する観点から、中小事業者の経営の高度化を促進しつつ

…必要はあると認めるときは、その結果に基づいて法制上の措置その他の必要な措置を講

ずるものとする。〔下線筆者〕」としているのである。新消費税法の目的の一つに「中小事

業者の経営の高度化の促進」が含まれるのであれば、上記のような「困難な事情」の度合

いを問わずに中小企業者に緩やかに恩恵を認めるような態度を果たして法が採用している10 

のか、疑問が浮かぶ。 

 このような疑問を抱きつつも、これをわざわざ争う中小企業者はいないであろうことか

ら、当該通達の取扱いが今後改正される余地は少ないようにも思われ、ここに緩和通達が

包含する問題点を指摘することができるのである。 

 15 

結びに代えて 

 軽減税率の適用を巡る種々の取扱いについては、実務が先行しているのが現状のように

思われる。今後、実際に法が施行されてから判断に迷う局面が頻出するものと思われるが、

その都度関連通達が膨れ上がっていくのか否かには注視していきたいと考える。また、「課

税しなくて差し支えない。」として課税の減免を行う箇所は少なくとも本通達では見当たら20 

ないものの24、法の施行後において、フリンジ・ベネフィット関連通達のように細かな課税

減免が行われる恐れは否定できないこと、そしてそれらに関しては合法性の原則に抵触す

る可能性があるにも関わらず改善の機会が乏しいことも上述したところである。 

 なお、私たちの生活や文化に密着する「飲食料品」や「外食」該当性の判断においては、

                             
23 なお、「困難な事情」という文言は、国税通則法 14 条《公示送達》１項において「第十二条（書類の送

達）の規定により送達すべき書類について、その送達を受けるべき者の住所及び居所が明らかでない場合

又は外国においてすべき送達につき困難な事情があると認められる場合には、税務署長その他の行政機関

の長は、その送達に代えて公示送達をすることができる。」としても使用されている。当該困難な事情の解

釈として、国税通則法基本通達（徴収部関係）第 14 条関係 1は、「この条第 1項の『外国においてすべき

送達につき困難な事情があると認められる場合』とは、書類の送達をしようとする外国につき国交の断絶、

戦乱、天災、または法令の規定等により書類を送達することができないと認められる場合をいう。」とする。 

しかし、同一の文言であるとはいっても、国税通則法 14 条の「困難な事情」には、「外国においてすべ

き送達につき」との文言が掛かっていることや、同条が納税者ではなく税務署長に対する規定であること

からして、本改正附則のいう「困難な事情」の解釈の参考にはなり得ないと考える。なお、租税法上に用

いられる同一の用語についての解釈につき、酒井克彦『レクチャー租税法解釈入門』152 頁（弘文堂 2015）。

伊川正樹「消費税法における『資産の譲渡』の意義」税法学 573 号 37 頁（2015）も参照。なお、消費税法

における「資産の譲渡等」の意義については、占部裕典「消費税法における『資産の譲渡等』の意義-対価

性の有無と判断基準-」同志社法学 69 巻 7号 97 頁（2018）を参照。 
24 本通達 5項《一体資産に含まれる食品に係る部分の割合として合理的な方法により計算した割合》が、

当該割合につき、「事業者が合理的に計算した割合であればこれによって差し支えない」としてはいるもの

の、これは、各事業者の実情に即した取扱いを図るための趣旨であると思われ、課税の減免規定と整理す

べきではなかろう。 
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「社会通念」に従う場面も想定される。社会通念は、私たち社会構成員が作り上げたいわ

ば世の中における常識であるといえるのであって、そうであるとすれば、私たちは、社会

通念に対して、ある種の自己同意をしているとみることもできるかもしれない25。そうした

前提に立てば、軽減税率の適用の判断において社会通念によるスクリーンを通すことは、

私たちの生活等に密着する概念の解釈に「常識」を導入する機会といえるのではなかろう5 

か。 

 本稿では、本通達を巡る論点に集中するあまり、軽減税率導入に伴う消費税の中立性や

簡素性、公平性26といった問題や平等原則等、消費税法の根本的な問題にまで触れることは

できなかった。加えて、軽減税率導入による利点についても触れていない。これらについ

ては、引続き検討していきたいと考えている。 10 

                             
25 酒井克彦「社会通念から読み解く租税法（その３）」Profession Journal 2019 年 1 月 17 日 WEB 公開予

定。 
26 西山由美「章非課税における『事業者』と『消費者』」税法学 573 号 210 頁（2015）。 


